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研究成果の概要（和文）：少年院に送致された非行少年に対する社会復帰支援は、少年院での矯正教育（施設内
処遇）と出院後の保護観察（社会内処遇）として行われているが、日本において両者は制度的に分離しているほ
か、統制された施設とノイズに満ちた社会の間の環境面での「落差」が様々な困難を生んでいる。しかし更生保
護の現場においては、施設内処遇の成果を踏まえつつ、保護司と保護観察官、更生保護施設の職員らがこの落差
を調整しながら、少年の社会への「ソフトランディング」を可能にするべく支援や調整を行っている現状が明ら
かになった。

研究成果の概要（英文）： Support for reentry of juvenile delinquents sent to juvenile training 
schools is conducted through correctional education (treatment in facilities) and parole (treatment 
in society). However, administrative separation of correction and rehabilitation, large 
environmental gap between highly controlled institution and the community full of "noise" cause 
various difficulties for both juveniles and those engaged in support.
 Under these circumstances, probation officers, volunteer probation officers, and staff of 
rehabilitation facilities are conducting various support for  juveniles and coordination of 
environment towards their smooth reentry. 

研究分野： Sociology of Education

キーワード： juvenile delinquent　reentry　parole　support

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 代表者らは 2005 年以来、法務省矯正局の
協力を得て、少年院における矯正教育の実際
と課題について、主に教育学的な観点から調
査研究を行い、日本の少年院教育がかなりの
程度効果的に行われているという事実と、そ
のメカニズムを明らかにしてきた。とはいえ、
少年院は外部社会から閉ざされた特殊な環
境であり、矯正教育の効果は外部の「ノイズ」
をほぼ除去した環境ゆえに生じている面が
ある。しかも、少年が出院後に帰住するのは
多くの場合、それとは対照的な望ましくない
環境である。そのため、少年院では更生が進
んでいるように見えた少年が、出院後まもな
く再非行を犯すこともしばしばある。施設内
処遇の効果を持続させ、更生や社会復帰を円
滑に図っていくために、出院後は原則として
更生保護に引き継がれ、保護観察（二号観察）
が行われる。民間人である保護司によって主
に行われるこのシステムの効果は小さくな
いが、施設内処遇からの連続性が十分に保た
れているわけではないという現状が、上述の
ような再非行につながっている可能性があ
る。施設内／社会内処遇が法務省矯正局及び
同保護局という別の部署によって所管され
ていることもあり、「矯正と保護の連携」は
スローガンにとどまっている観もある。こう
した状況は、施設内／社会内処遇が少年の更
生や社会復帰という共通の目的の実現に十
分寄与できていない事態につながっている。
少年院での矯正教育の成果と限界や問題点
をふまえたうえで、社会内処遇における課題
を探り、施設内処遇をどのように社会内処遇
に接続していくべきか、教育学的に明らかに
することの必要性があった。 
 
２．研究の目的 
 まず、少年院での矯正教育が長期的に見て
少年の更生、社会復帰に寄与しているか否か、
個々の教育プログラムや働きかけと、矯正教
育全体のそれぞれについて検証する。また、
それらをより効果的に社会復帰につなげる
ために、どのような形で保護観察に接続して
いけばよいかについての示唆を得る。これに
ついては、家庭に帰住する少年と、更生保護
施設に入所するより困難な状況の少年との
異同についても明らかにする。また、出院者
が置かれた状況、社会復帰のために必要な支
援や資源とその供給の状況などの把握を通
じて、効果的な支援のあり方についての見通
しを得る。これらは、出院者の属性や帰住先、
希望する進路などによっても当然異なり、可
能な限りそれらの多様性を確保して調査を
行うことで、よりきめ細かい把握が可能にな
る。さらに、就労と就学という 2 つの主要な
社会復帰の方法について、それぞれの実態を
調査することを通じてメリット／デメリッ
トを検討することで、出院者自身も支援する
側も就労を第一に考えがちな現状について、
批判的な考察を行う。 

３．研究の方法 
⑴保護司・保護観察官調査 
少年院出院者への保護観察を担う保護司及
びそれを統括する保護観察官への調査を通
じて、彼らの専門性、そこで果たされている
教育的機能、施設内処遇との連続性等につい
て明らかにした。具体的には、少年院出院者
を社会復帰に導くにあたって、何を社会復帰
ととらえ、そのためにどのような働きかけを
しているのか、その際にどのような困難を経
験しているのか、また施設内処遇をどのよう
に理解し、連続性を保っている／いないのか
等について、保護司及び保護観察官への聞き
取り調査を、東日本及び西日本（各 1か所）
の保護観察所、保護司会の協力を得て実施し
た。 
 
⑵施設調査 
出院後に家庭に帰住することができなかっ
た者は、更生保護施設で社会における居場所
を自ら作り上げていくことから更生への道
を歩み始めざるを得ない。更生保護施設では
出院者を社会に「軟着陸」させるために、生
活の基盤となる就労や、家族関係や対人関係
に関する支援が行われているが、その構造や
機能、困難や課題についての検討は十分に行
われていない。ここで出院者が直面する困難
も含め、東京都内の女子対象の更生保護施設
で聞き取り調査を実施した。 
 
⑶就学支援調査 
就学という形での社会復帰は、出院者の多く
が学校に親和的でなかったこと、経済的負担
が大きいことなどから積極的には選択され
ないが、入院前の人間関係からの離脱と、時
間はかかっても安定的な就労につながる可
能性が高いというメリットがある。これまで
就学支援があまり推奨されてこなかった背
景には、就学の必要性についての理論的根拠
が欠けていたことも指摘できる。しかし、少
年院における高卒認定試験の受験機会の拡
大など、学校教育の必要性についての認識は
高まっており、改めて議論の必要があろう。
こうした関心に基づき、就学支援の現状と課
題について、聞き取り調査を実施した。 
 
⑷就労支援調査 
社会復帰の方法として就労は第一の選択肢
である。多くの出院者は家族や友人など入院
前からの人間関係を通して職を得るが、これ
は比較的容易である一方、非行につながった
人間関係が再開したり、不安定な雇用ゆえ生
活が安定しないという問題をはらむ。こうし
た問題に関して、少年院及び、出院者や元受
刑者の就労を支援する団体や関係者への聞
き取りを通じて明らかにする。 
 
⑸国際比較調査 
日本における非行少年への社会復帰支援は、
少年院における施設内処遇が少なからぬ成



果を挙げている一方、社会内処遇への接続が
十分になされていない状況がある。これは世
界的に見てどうであるのか、他国の状況との
比較により明らかにする必要があり、アメリ
カ合衆国（ルイジアナ州、ニューヨーク州）
において調査を行った。 
   
４．研究成果 
 研究全体を通じて、非行少年に対する施設
内処遇と社会内処遇が「分断」されていると
いう、かなりの程度日本に特有の状況が、彼
らの社会復帰に向けた支援のあり方や課題
を大きく規定していることが明らかになっ
た。 
 
⑴まず保護司・保護観察官については、社会
内処遇を中心的に担う前者と、彼らを後方か
ら支援する後者という関係がある。更生保護
活動は指導や統制という教育的働きかけと、
援助という福祉的働きかけという二面性を
持ち、（閉鎖的な矯正施設と異なり）ノイズ
の多い社会という環境で、なおかつ到達点と
しての「更生」がどのようなものか、具体的
にイメージしにくいという困難な状況下で
行われている。 
 保護観察官は「権威的な場におけるケース
ワーク」を行うが、少年の心情に配慮しなが
ら保護司との協働関係を構築し、矯正教育と
の関連において目標を再設定し、家族を支援
者として取り込んで教育的支援を行ってい
る。しかし、施設内処遇に比べると例えば対
象者の友人関係など不可視な領域が大きく、
そこをいかに可視化するか、すべきかという
課題がある。 
 一方保護司は、その「地域性」の意義が指
摘されてきたが、これは保護司のリクルート、
地域性への通暁、支援における地域資源の活
用などの点で更生支援の資源となる一方、保
護司と対象者が面識がある、対象者へのラベ
リングなどの点で妨げにもなる。彼らによれ
ば、主に家庭環境の脆弱さに起因する様々な
「不足」を抱えた少年たちに対する支援は、
その成果が予測不可能かつ不確定なもので
あり、「うまくいかなかった」「困難を感じた」
ケースについての語りが多くを占める。また
少年院での教育に対しては両義的な評価が
なされている。 
 これらから、支援の対象が少年自身のみな
らず、少年を取り巻く環境（主に家族）を含
まざるを得ないこと、さらに、司法のみなら
ず、福祉、医療、教育も関わり、更生や立ち
直りのめざすべき地点をめぐって社会的に
共通理解を形成する必要性が示唆された。 
 
⑵更生保護施設では、社会内における処遇の
専門施設であり、社会へのソフトランディン
グを担う中間施設という独特の位置ゆえの
困難と、それに対処する実践の特色が見出さ
れた。 
 すべてが統制された環境である少年院で、

それを背景に高い水準で「望ましい変容」を
遂げつつあった少年は、自由度が高い一方、
構成を阻む要因に満ちた社会に戻ったとき、
その「落差」ゆえに適応が困難になり、その
ことが変容に向けての「物語」をネガティブ
な方向に改訂するリスクが高まる。こうした
問題は無断外泊などの形でしばしば顕在化
するが、それに対して職員は、不安や焦りを
背景とした自律に向けた意志の現れのひと
つととらえ、言葉や経験を与えるという形で
「解釈」に介入して物語の維持や改訂に参与
する。それによって少年は状況を客観的にと
らえたり、問題を「外在化」することが可能
になる。これは、個人の強化を図ったり就労
や家庭環境に介入するのではなく、少年をめ
ぐる物語環境を調整するという働きかけで
あり、経済的に自立可能な職を見つけて定着
し、自身の問題行動への対処法や支援とのつ
ながりを確立するといった困難な課題への
取り組みを支援している。またここでは、施
設内処遇との連続性を維持しながらも、それ
によって高められた「理想」と出院後の「現
実」との落差に対して、徐々に規制を緩める
といった形で「段階的な調整」が行われてい
る。 
 
⑶就学支援は、従来非行少年の社会復帰のル
ートとして大多数を占めてきた就労に加え
てその意義が認識され、法務省も少年院にお
いて推進を始めている。しかし「修学支援」
と呼ばれるこの政策は、現状では高校卒業程
度認定試験の受験機会の拡充とそれに向け
た学習支援が中心であり、高校への「就学」
すなわち進学や復学はレアケースにとどま
っている。ただしこれは経済的な負担の重さ
や、非行歴のある少年に対する学校側の忌避
という要因もあり、社会の側の問題も大きい。 
 「就学」「修学」支援の意義は、学力の向
上や学歴を得させるという手段的な側面に
とどまらない。他者と議論したり協働する、
批判的・反省的な思考を試みるといった学習
の過程を通じて時間的・空間的に視野を広げ、
表層的な知識や試験に合格する学力にとど
まらない、生きていくための広義の「教養」
を身につけるという意義も有するはずであ
る。そのための指導はどうあるべきかを明ら
かにするという課題が課せられている。 
 
⑷国際比較調査においては、アメリカ合衆国
における少年司法が再び少年の可塑性、成人
との異質性を前提に、保護主義的な方向へ転
換しつつあることが様々に見出された。厳罰
化／保護主義という軸に加えて、施設内処遇
から社会内処遇へのシフトはより長期的な
趨勢としてあり、中間的施設などを活用した
社会内処遇の拡充も進んでいる。またこのよ
うな支援が可能になる前提として、施設内処
遇と社会内処遇が分断されておらず、一貫し
た支援を計画、実施する体制があり、日本と
の大きな差異である。 
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